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Recently a number of large-scale uncertainties have emerged as threats to the 
development of regional integration. Most notably, the UK has decided to leave the EU, 
and the new US president has stated that he will withdraw the US from the Trans-Pacific 
Partnership (TPP). This paper presents a quantitative comparison of the economic impact 
of a number of alternative regional trade agreement (RTA) scenarios. The impacts were 
estimated using a Computable General Equilibrium (CGE) model of global trade. It is 
estimated that the US will no longer gain, and may even lose, if it withdraws from TPP. 
The benefits of the bilateral Free Trade Agreement (FTA) and Economic Partnership 
Agreement (EPA) with Japan will be smaller than those of TPP. Higher tariffs on US 
imports from China and Mexico will lead to significant deterioration of the economic 
welfare of not only China and Mexico but also the US. Furthermore, China’s benefit from 
the Regional Comprehensive Economic Partnership (RCEP) may be relatively limited 
depending on the levels of the agreement and weighed against the adverse impacts of the 
possible US tariffs. The UK economy will suffer as a result of BREXIT, but the cost of 
BREXIT could be smaller than the possible benefits of joining TPP. All in all, it has been 
shown that income gains resulting from non-tariff measures (NTMs) reductions are much 
larger than those arising from tariff removals. Global best efforts are required to achieve 
larger scale RTAs and the resulting predictably larger economic benefits. 
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- 代替的な地域貿易協定シナリオの経済効果 - 
 
 
 I. 序論 
 
 反グローバリゼーションと保護主義の動きが世界的に台頭している。英国では、








 実際、2013 年の始めから、2 国間、また、多国間の自由貿易協定（FTA: Free 
Trade Agreement）、経済連携協定（EPA: Economic Partnership Agreement）の進展は、
加速していた。アジア太平洋では、日中韓 FTA の第 1 回の交渉が 2013 年 3 月に行
われた。5 月には、東アジア地域包括的経済連携（RCEP: Regional Comprehensive 
Economic Partnership）の第 1 回公式交渉も行われた。7 月には、日本が TPP 交渉に
参加した（図 1）。また、米国、EU、日本といった 3 大先進経済は、巨大な三角形の
EPA 交渉を開始した。日 EU・EPA、環大西洋貿易投資パートナーシップ（TTIP: 




















 II. TPP と代替的なシナリオの効果 
 
 1. TPP分析の評価 
 
 TPP交渉は 2016年 10月に合意し、2016年 2月には、TPP協定の署名が行
われた。TPP の経済効果については、数々の文献で分析されてきた1。TPP に参加す
るいくつかの政府でも、TPP協定の批准に向けて、効果分析を示してきた。 
- 2015 年 12 月、マレーシア貿易産業省（MITI: Ministry of International 
Trade and Industry）は、費用、便益を分析（MITI (2015)） 
- 2015 年 12 月、日本の内閣官房は、経済効果分析を公表（内閣官房
(2015)） 
- 2016 年 1 月、ニュージーランド外務貿易省（MFAT: Ministry of Foreign 
Affairs and Trade）は、学界の専門家による研究を基に、国益調査（NIA: 
National Interest Analysis）を公表（MFAT (2016)） 
- 2016 年 2 月、オーストラリア外務貿易省（DFAT: Department of Foreign 
Affairs and Trade）は、世界銀行（WB: World Bank）の経済分析（WB 
(2016)） を引用しつつ、国益調査を議会に報告 
                                                   
























- 2016 年 5 月、米国国際貿易委員会（USITC: United States International 
Trade Commission）は、経済効果分析を議会及び大統領に報告（USITC 
(2016)） 
- 2016 年 9 月、カナダのグローバル連携省（GAC: Global Affairs Canada）
は、経済効果分析を公表（GAC (2016)） 
 






















では、所得効果が 41％低く試算されるとしている（Petri et al. (2012)）。 
 
 ただし、肝心なことは、CGE モデルによる推計が共通に TPP による持続可能
な所得の増加を示していることである3。金融緩和、財政刺激などのマクロ経済政策の
                                                   
2 内閣官房 (2015) は、更に、国内市場における貿易シェアの上昇による生産性の向上効果
も織り込んでいる。 
3 Capaldo J. and A. Izurieta (2016) は、国際連合（UN: United Nations）の世界政策モデ










 2. TPP効果の改訂 
 
 TPP を始めとした最近のメガ RTA で特筆される点の一つは、参加国の間で 2
国間、部分的な地域間の協定が既に多く存在していることである。実際、TPP に参加
する 12か国の間の 66の 2国間の組合せのうち、42の組合せでは既存の協定が実施




Global Trade Analysis Project）の第 9 版データベース4を用いて推計する。更に、TPP
協定による関税削減の経済効果の推計は、GAC (2016)、 内閣官房 (2015)、USITC 
(2016) の分析に倣って、世界EPA研究コンソーシアム5のために整備された国際貿易
センター（ITC: International Trade Centre）のデータ（ITC (2015, 2016)6）を用いて更新
                                                   
4 第 9 版データベースでは、新たにブルネイのデータが利用できる。 
5 2013 年 6 月に設立され、EPA の経済効果に関する信頼性の高い情報と定量的な分析を整
備することにより、貿易政策の企画運営に貢献することを目的としている。事務局は GRIPS
に置かれている。http://www3.grips.ac.jp/~GlobalEPAsResearchConsortium/en/about/ 
6 CGE モデル分析で最も共通に用いられてきたのは、GTAP のデータベースである。現在
の第 9 版の基準年は 2011 年であり、同年における関税水準を示しているが、過去の貿易協
定において既に削減が合意されながら2011年までには実施されていない分を含んだものと
なっている。国際貿易センターのデータベースでは、まず、2014 年時点に更新され、その
後の TPP 各国間における既存 RTA による関税削減スケジュールを織り込んでいる。 
 AUS BRN CAN CHL JPN MYS MEX NZL PER SIN USA VNM
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ - Y N Y Y Y N Y N Y Y Y
ﾌﾞﾙﾈｲ Y - N Y Y Y N Y N Y N Y
ｶﾅﾀﾞ N N - Y N N Y N Y N Y N
ﾁﾘ Y Y Y - Y Y Y Y Y Y Y Y
日本 Y Y N Y - Y Y N Y Y N Y
ﾏﾚｰｼｱ Y Y N Y Y - N Y N Y N Y
ﾒｷｼｺ N N Y Y Y N - N Y N Y N
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ Y Y N Y N Y N - N Y N Y
ﾍﾟﾙｰ N N Y Y Y N Y N - Y Y N
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ Y Y N Y Y Y N Y Y - Y Y
米国 Y N Y Y N N Y N Y Y - N
ﾍﾞﾄﾅﾑ Y Y N Y Y Y N Y N Y N -







 TPP による関税削減のマクロ経済効果7を比較すると、表 2 の通りである。 
TPP 各国の実質 GDP は、既存の RTA の実施（0.10％）に加えて、TPP 協定の実施に
よって平均 0.15％増加すると推計されている。また、TPP 協定で残された関税の削減
により、更に実質 GDP が増加（0.05％）する可能性がある。 
 
 既存の RTA、TPP 協定、残された関税削減の相対的な重要性は、既存 RTA
の状況の相違によって、TPP 各国間で異なる。ブルネイ、マレーシア、シンガポール、






 TPP 協定による関税譲許率は、日本（95％）を除くとほぼ 100％となっている。
日本は、米、小麦、砂糖、乳製品、肉類といったいわゆる聖域 5 品目の関税、関税割
当（TRQs: tariff-rate quotas）を維持する。ただし、この割合は、日本の過去の EPAでは
90％程度にあったのに比べれば、高いものになっている。実際、実質的な経済効果の
相違は、以上の 90 から 100 に比べてより大きなものとなる。関税譲許率は、しばしば
関税分類に基づく品目数ベースのタリフ・ラインで計測される。しかしながら、経済にと
                                                   
7 経済厚生の計測に当たっては、交易条件効果を織り込んだ等価変分（EV: equivalent 
variation）の方が優れている。ただし、本論文では、マクロ経済効果は実質 GDP で示され




ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 0.17 -0.03 0.18
ﾌﾞﾙﾈｲ 5.20 -0.23 -0.11
ｶﾅﾀﾞ 0.00 0.50 0.08
ﾁﾘ 0.28 -0.12 -0.09
日本 0.23 0.24 0.20
ﾏﾚｰｼｱ 1.99 0.91 -0.03
ﾒｷｼｺ 0.26 -0.19 0.03
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 0.04 0.71 0.05
ﾍﾟﾙｰ 0.07 -0.05 -0.03
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 0.60 0.04 -0.02
米国 0.01 0.05 0.02
ﾍﾞﾄﾅﾑ 1.37 6.79 -0.06







られている可能性が高い。実際、日本の TPP 各国からの輸入保護率は、TPP 協定に
よって、平均して 2.6％から 1.2％へと 56％の削減となる。 
 










の 85％以上をカバーする 6 か国の批准が必要である。このことは、米国の批准がない
限り、協定が実施されないことを意味している。ただし、一つの参考シナリオとして、米
国抜きの 11 か国で TPP 協定の内容が実施される場合の仮想的な経済効果を見てお




 代替的なシナリオによる TPP 各国の実質 GDP 効果は表 3 に比較される通り
(%)
TPP TPP11 日米EPA TPP TPP11 日米EPA
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ -0.03 0.07 -0.05 1.11 1.11 -0.01
ﾌﾞﾙﾈｲ -0.23 0.06 -0.10 7.97 7.97 -0.19
ｶﾅﾀﾞ 0.50 0.25 -0.04 1.48 0.80 0.17
ﾁﾘ -0.12 0.06 -0.05 0.89 0.86 0.03
日本 0.24 0.07 0.22 1.13 1.04 0.85
ﾏﾚｰｼｱ 0.91 0.24 -0.04 22.57 20.41 0.09
ﾒｷｼｺ -0.19 0.16 -0.12 9.19 5.47 0.33
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 0.71 0.89 -0.10 3.56 3.41 0.04
ﾍﾟﾙｰ -0.05 0.01 -0.02 0.85 0.72 0.01
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 0.04 0.13 -0.03 15.93 14.58 0.09
米国 0.05 -0.01 0.03 0.72 0.15 0.35
ﾍﾞﾄﾅﾑ 6.79 1.10 -0.06 10.90 9.29 0.16














 米国と日本の 2 か国の間で TPP 協定に基づく関税を削減した場合の 2 国の
実質GDP効果は、両国においてTPPの効果よりもいくらか小さくなる。米国と日本は、











                                                   
8 米国と日本の TPP 協定を超えた 2 国間の完全な関税撤廃による実質 GDP 効果は、本推
計よりも大きくなる可能性がある。しかしながら、上述の通り、必ず水も近い将来の現実的
なシナリオではなかろう。 
1. 冒頭の規定及び一般的定義 16. 競争政策
2. 内国民待遇及び物品の市場アクセス 17. 国有企業及び指定独占企業
3. 原産地規則及び原産地手続 18: 知的財産
4. 繊維及び繊維製品 19. 労働
5. 税関当局及び貿易円滑化 20. 環境
6. 貿易救済 21. 協力及び能力開発
7. 衛生植物検疫（SPS）措置 22. 競争力及びビジネスの円滑化
8. 貿易の技術的障壁（TBT） 23. 開発
9. 投資 24. 中小企業
10. 国境を越えるサービスの貿易 25. 規制の整合性
11. 金融サービス 26. 透明性及び腐敗行為の防止
12. ビジネス関係者の一時的な入国 27. 運用及び制度に関する規定
13. 電気通信 28. 紛争解決
14. 電子商取引 29. 例外及び一般規定







 財、サービスの非関税措置が 50％削減され、第三国へ 50％9の波及効果10が
生じることを仮定した場合の実質 GDP 効果は、同じく表 3 で比較される通りである。こ
こでは、TPP各国の非関税措置は、非 TPP参加国からの輸入については 25％削減さ
れることを仮定していることになる11。非関税措置の関税等価率（AVEs: ad-valorem 
















う。他方、その他の TPP 参加 11 か国の非関税削減の実質 GDP 効果は、関税削減の
効果の同様の相違に比べれば、それほど見劣りしないものとなろう。米国と日本の 2国
間 FTA/EPA による非関税措置削減の実質 GDP 効果は、TPP に比べると、非関税措
置削減の範囲が小さくなることから、TPP よりも小さいものとなる。日本は依然として
TPP の場合の 80％の効果を享受する。しかしながら、米国の実質 GDP 効果は、TPP
参加国における米国の貿易市場に占める日本の割合が相対的に小さいことを反映し
て、TPP の場合の半分に留まることになろう。米国は日本の TPP 各国からの輸入市場
の 45％を占めている。これに対して、日本は米国の TPP 各国からの輸入市場では
17％の割合に留まっている。 
 
                                                   
9 この波及効果の程度は、EC (2012) を参考に想定している。 
10 非関税措置の多くは規制の相違に関係しており、ほとんどは単純に 2 か国ベースで変更
出来るものではない。一旦、措置がとられると、第 3 国の市場アクセスも改善する。従っ
て、非関税措置の削減は、大部分、最恵国待遇（MFN: most favored nation）で均霑される
ことになる。 
11 この手法は Kawasaki (2014 2015) で用いられた手法から変わりない。 
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 III. 米国の関税の影響と RCEP 
 















                                                   
13 法律に加えて、政省令でも改正が行われる。改正される法律などの数は、現行の非関税
措置の状況によって、TPP 各国間で異なる。 
14 マレーシア貿易産業省は、Kawasaki (2015) に収められた Kawasaki (2014) に倣って、


































一方的措置 双方向措置 一方的措置 双方向措置
米国 -1.72 -1.99 -0.52 -0.80
中国 -2.51 -3.03 0.20 0.37
メキシコ 5.19 5.57 -17.95 -26.91
カナダ 0.61 0.82 0.27 0.40
日本 0.41 0.62 0.13 0.29






 RCEPの交渉は 2013年に始まった。この間、東アジアにおける 120の 2国間
貿易協定の組合せのうち、115 の組合せでは既に FTA/EPA が合意、あるいは、実施
されている。残された 5 つの組合せは、オーストラリア－インド、中国－インド、インド－
ニュージーランド、日本－中国、日本－韓国である。しかしながら、Kawasaki et al. 
(2016) でも論じている通り、既存の東アジアにおける FTA/EPAでは関税を 100%撤廃






全ての関税： RCEP各国間での 100％の関税撤廃 
+非関税措置： RCEP各国間での 100％の関税撤廃、また、RCEP各国に
よる 50％の非関税措置削減と 50％の波及効果 
関税 5か国： 以上の 5つの 2国間の組合せにおける 100％の関税撤廃 
 
 RCEP 各国が 2011 年水準の全ての輸入関税を撤廃すると15、RCEP 各国の
                                                   
15 このことは、現行のシミュレーションでは、RCEP 各国間の既存 EPA/FTA による関税
削減は識別されていないことを意味する。東アジアの関税譲許に関する暫定的な分析は、
Kawasaki et al. (2016) で論じられている。また、ITC では、上述の TPP 各国における分
析の範囲を拡張し、東アジアの EPA/FTA による関税削減スケジュールに取組んでいる。 
(%)
全ての関税 +非関税措置 関税5か国
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 1.40 2.98 0.12
ﾌﾞﾙﾈｲ 5.82 15.43 -0.17
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ 18.14 33.00 -0.49
中国 0.80 1.96 0.39
ｲﾝﾄﾞ 2.51 4.49 1.14
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1.98 3.46 -0.20
日本 1.50 2.88 1.24
韓国 5.95 6.91 0.30
ﾗｵｽ 5.50 11.88 -0.10
ﾏﾚｰｼｱ 5.32 32.46 -0.47
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 1.81 5.91 0.00
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 1.38 15.89 -0.47
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.54 20.60 -0.38
ﾀｲ 11.25 16.45 -0.89
ﾍﾞﾄﾅﾑ 11.21 26.45 -0.62
RCEP参加国 1.89 4.19 0.51





実質 GDP は平均 1.89％増加する（表 616）。100 分率でみた実質 GDP 効果は、中国






























アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP: Free Trade Area of the Asia-Pacific）の構築に向け
て、2つの重要な道筋となってきた。Kawasaki (2014 2015) でも論じられている通り、18
中国は 2つの鍵となる理由によって、FTAAPによるアジア太平洋経済協力（APEC）経
                                                   
16 現行の GTAP 第 9 版データベースでは、ミャンマーのデータは提供されていない。 
17 現行の韓国の非関税措置の計測は不十分であり、韓国の非関税措置削減の効果は過小推
計されている可能性がある。 



















 本論文では、これまでの各章と同じバージョンの CGE モデルを用いて、輸入
関税に関する 2つのシナリオの経済効果を推計する。第一は、現在の英国、EUのEU





                                                   






















▲0.03％から▲0.13％と、英国に対する影響の 10 分の 1 程度小さくなる。残りの EU
全体の輸出入量は、英国の概ね 10倍大きい。 
 






が TPP に参加することによるマイナスの貿易転換効果は、英国の EU 離脱による影響
よりも大きくなる。 
 
 図表 7 では、米国、日本に対する以上の代替的なシナリオのマクロ経済効果
も比較している。英国が EU から離脱すると、EU との関税撤廃による米国、日本の実
質 GDP 効果は、英国が EU に占める貿易割合を反映して、英国が EU を離脱する前
に比べて 15％程度小さくなる。また、米国、日本が英国と 2 国間で関税を撤廃した場
合の実質 GDP 効果は、英国を含めた EU と関税を撤廃した場合の 15％程度に留ま
る。 
(%)
 英国 EU 日本 米国
関税撤廃
日EU・EPA 英国のEU離脱前 0.05 0.07 0.26 -0.01
日EU・EPA 英国のEU離脱後 -0.01 0.08 0.22 -0.01
日英EPA 0.06 -0.01 0.04 0.00
TTIP 英国のEU離脱前 0.12 0.10 -0.08 0.14
TTIP 英国のEU離脱後 -0.07 0.13 -0.06 0.12
英米FTA 0.19 -0.03 -0.02 0.02
英国のTPP参加 0.35 -0.17 0.68 0.09
非関税措置削減
日EU・EPA 英国のEU離脱前 0.91 1.30 0.73 0.00
日EU・EPA 英国のEU離脱後 0.18 1.28 0.72 0.00
日英EPA 0.73 0.02 0.65 0.01
TTIP 英国のEU離脱前 1.05 1.37 -0.07 0.42
TTIP 英国のEU離脱後 0.16 1.37 -0.05 0.40
英米FTA 0.93 0.01 -0.01 0.33



















 V. 結論 
 
 本論文では、様々な RTA のシナリオの経済効果を推計した。主な経済に対
する重要な政策的な示唆は、以下の通り、まとめられる。 
 
- 米国は、TPP によって裨益するものの、TPP から撤退すると、裨益しない








TPP 0.05 0.72 0.77
日米EPA 0.03 0.35 0.38
英国のTPP参加 0.07 0.73 0.80
TTIP 0.12 0.40 0.52
米英FTA 0.02 0.33 0.36
TPP11 -0.01 0.15 0.14
RCEP -0.18 0.03 -0.16
日EU・EPA -0.01 0.00 -0.01
中国への関税 -1.99 - -
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補論 アジア太平洋 EPAのマクロ経済効果：改訂 
 
 アジア太平洋 EPAのマクロ経済効果に関する以下の 6つのシナリオのこれま
での推計（Kawasaki (2014 2015)）につき、GTAP 第 9版データベースを用いて改訂す
ると以下の通りである。第 9 版データベースの基準年は、第 8 版の 2007 年から 2011
年に更新されている。試算に当たっては、マクロ経済水準のデータも、2010 年から
2015年に更新した。 
 1. TPP参加国の関税撤廃 
 2. TPP参加国の関税撤廃及び非関税措置削減 
 3. RCEP参加国の関税撤廃 
 4. RCEP参加国の関税撤廃及び非関税措置削減 
 5. FTAAP参加国の関税撤廃 
 6. FTAAP参加国の関税撤廃及び非関税措置削減 
 
 以上の 3 つの RTA の全て共通に、関税は、2011 年に課せられていたものが
全て撤廃されるものと仮定し、既存EPAによる効果は識別されていない。また、非関税
措置は 50％削減され、第三国に対する波及効果は 50％と仮定されている。 
 
 主な結果に概ね変わりはない。 
- TPP と RCEP は、FTAAP の設立に向けて、競争関係にあるのではなく、
相互補完的である。 












関税 +非関税 関税 +非関税 関税 +非関税
TPPとRCEPの双方に参加 1.0 4.3 2.1 6.1 2.3 6.6
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 0.3 1.4 1.4 3.0 1.0 2.6
ﾌﾞﾙﾈｲ 3.6 11.6 5.8 15.4 5.5 14.8
日本 0.7 1.8 1.5 2.9 1.7 3.3
ﾏﾚｰｼｱ 2.9 25.5 5.3 32.5 5.9 35.4
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 0.9 4.4 1.8 5.9 1.7 6.1
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 0.6 16.5 2.5 20.6 2.1 21.7
ﾍﾞﾄﾅﾑ 8.1 19.0 11.2 26.5 14.8 31.4
TPPにのみ参加 0.1 1.4 -0.2 -0.2 0.4 1.8
ｶﾅﾀﾞ 0.6 2.0 -0.1 0.0 0.6 2.2
ﾁﾘ 0.1 0.9 -0.3 -0.2 0.1 1.4
ﾒｷｼｺ 0.1 9.3 -0.5 -0.8 1.6 11.6
ﾍﾟﾙｰ 0.1 0.9 -0.1 -0.1 0.1 1.1
米国 0.1 0.8 -0.2 -0.2 0.3 1.1
RCEPにのみ参加 -0.2 -0.3 1.8 3.5 2.0 3.5
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ -1.6 -0.6 18.1 33.0 -6.4 -5.6
中国 -0.2 -0.3 0.8 2.0 1.5 3.0
ｲﾝﾄﾞ -0.2 -0.2 2.5 4.5 -0.8 -0.9
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ -0.3 0.1 2.0 3.5 1.3 2.7
韓国 -0.2 -0.4 5.9 6.9 8.1 8.9
ﾗｵｽ -0.1 0.2 5.5 11.9 0.4 0.7
ﾌｨﾌｨﾋﾟﾝ -0.4 -0.1 1.4 15.9 2.0 18.1
ﾀｲ -0.8 0.1 11.3 16.5 11.3 16.6
その他APEC経済 -0.1 0.0 -0.3 0.0 2.4 6.2
中国香港 -0.2 0.6 -0.4 0.7 0.2 3.7
ﾁｬｲﾆｰｽﾞﾀｲﾍﾟｲ -0.2 -0.4 -1.5 -1.9 3.6 8.1
ﾛｼｱ -0.1 0.1 0.2 0.6 2.4 6.0
TPP経済 0.3 2.0 0.3 1.3 0.8 2.9
RCEP経済 0.1 1.0 1.9 4.2 2.1 4.4
APEC経済 0.1 1.2 0.7 1.8 1.4 3.5
EU -0.1 -0.1 -0.3 -0.2 -0.5 -0.6
世界 0.0 0.7 0.4 1.2 0.6 1.9
出所：筆者によるシミュレーション
付表　アジア太平洋EPAの実質GDP効果
TPP12 RCEP FTAAP
